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１．事業の概況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、アジアを中心とする世界経済の改善や大規模な景気

対策を背景として、輸出や生産に持ち直しの動きが見られたものの、企業収益の悪化など

から設備投資が大幅に減少し、雇用情勢が急速に悪化するなど、厳しい状況が続きました。 

情報通信分野においては、携帯電話の急速な成長、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に

伴うネット利用の普及による広がりに加え、通信と放送、固定と移動の融合や、ＳａａＳ

（※1）、クラウドコンピューティング（※2）、ＣＧＭ（※3）等ネットを活用した新たなサー

ビスの拡大等により、ダイナミックな構造変化が進展しています。 

ブロードバンドサービス市場においても、光アクセスサービスがブロードバンドサービ

スの過半を占めるまでに拡大し、事業者間の設備競争およびサービス競争の進展に加え、

映像配信も含めたトリプルプレイ提供の拡大、パソコン以外の情報機器等を活用した新た

なサービスの登場など、市場環境が大きく変化しています。一方、電話市場においても、

光アクセスサービスの拡大に伴い、既存固定電話から光ＩＰ電話への移行が進み、また、

他事業者によるドライカッパ回線を利用した直収電話サービスやＣＡＴＶ事業者による

電話サービスとの競争が続いています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様が安心してすべてを任

せることができる「身近な総合ＩＣＴ（※4）企業」として、良質かつ安定的なユニ

バーサルサービスの提供・維持に努めるとともに、平成２０年５月に日本電信電話

株式会社が策定したＮＴＴグループの新たな中期経営戦略「サービス創造グループを

目指して」の実現に向け、ＮＧＮ（※5）の構築とそのネットワークを活用した新しいサー

ビス・商品の提供を通じて、お客様のニーズにあった安心・安全で信頼性の高い魅力

的なブロードバンドサービスの普及・拡大に積極的に努めてきました。 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、「フ

レッツ光」（※6）のエリアカバー率（※7）を９０％以上にまで拡大し、更にＮＧＮを活用

した、信頼性に優れ、帯域確保型アプリケーションも利用可能な光アクセスサービス「フ

レッツ 光ネクスト」については、提供エリアを概ね「Ｂフレッツ」の提供エリア全域に

まで拡大しました。 

「フレッツ光」については、順調に契約数を伸ばし、平成２１年１０月には７００万契
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約を突破しました。そのうち「フレッツ 光ネクスト」については、契約数が１００万契

約を突破し、「フレッツ光」新規開通の大半を占める状況になっています。また、ＮＧＮ

を活用した大規模ユーザ向けＶＰＮ型サービス「ビジネスイーサ ワイド」についても、

順調に契約数を伸ばしております。更に、強固なセキュリティの実現に向け、「フレッツ・

キャスト」ご契約者向けに「回線情報通知機能」を提供開始、最大通信速度が下り（デー

タ受信）２００Ｍｂｐｓの「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ」お

よび「フレッツ 光ネクスト マンション・ハイスピードタイプ」を提供開始、「フレッツ 光

ネクスト」に対応した大規模事業所向け光ＩＰ電話サービスとして「ひかり電話オフィス

Ａ（エース）」を提供開始するなど、サービスの拡充にも取り組みました。 

引き続き、広帯域・高品質・高セキュリティ等のＮＧＮの特長を活かした利便性の高い

新サービスの開発・提供など、ＮＧＮの魅力を更に向上させ、豊かなコミュニケーション

環境の創造や新たなビジネス機会の創出を目指した取り組みを推進してまいります。 

また、「フレッツ光」については、より多くのお客様にご利用いただけるよう、月額利

用料や工事費等の各種割引施策を実施するとともに、マンションの光カバレッジ拡大によ

る引越しを契機とした解約の抑制、ＣＲＭ（※8）の充実によるお客様満足の向上を目的と

した会員制プログラム「フレッツ光メンバーズクラブ」の開始など、お客様に継続してご

利用いただくための取り組みを強化しました。 

更に、「フレッツ光」の利用用途の拡大の取り組みとしては、株式会社オプティキャス

ト様との協業により提供している「フレッツ・テレビ」（※9）の提供エリアを拡大すると

ともに、集合住宅オーナー様、管理会社様および管理組合様向けの新料金プラン「フレッ

ツ・テレビ 建物一括契約プラン」（※10）を提供開始、株式会社ケーブルテレビ山形様と

の協業による「ケーブルテレビ山形＆フレッツ光」（※11）を提供開始、ニューデジタルケ

ーブル株式会社様との協業による「ニューデジタルケーブル＆フレッツ光」（※12）を提供

開始、塩釜ケーブルテレビ株式会社様との協業に合意するなど、映像系サービスの拡充に

努めました。一方、綜合警備保障株式会社様とのインターネットを活用した警備サービス

「ホームセキュリティ」における協業、ライフネット生命保険株式会社様との生命保険業

界で初めての遠隔テレビ電話相談サービスにおける協業、株式会社オービックビジネスコ

ンサルタント様との協業による安心・快適な基幹業務運用環境を提供する「奉行 on フレ

ッツ」の提供、スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社様の「スターバックス コー

ヒー」店舗での「フレッツ・スポット」の提供、尚美学園大学様および東京家政学院大学

様との「フレッツ・スポット コミュニティモデル（※13）」の提供に向けた協業の合意、

株式会社リコー様および富士ゼロックス株式会社様とのオフィスＩＣＴ分野における協
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業の合意など、幅広い分野の事業者と連携を図りました。また、「フレッツ光」による便

利で安心・快適な生活を提案する情報機器「光ＬＩＮＫ（リンク）」シリーズとして、リ

ビングＰＣ「光ＢＯＸ」を提供開始するなど、利用シーンの拡充、付加価値の高いサービ

スの普及・拡大に努めました。 

お客様サービスの向上に向けては、集合住宅向け「光配線方式」（※14）の拡充による工

事日即決の推進や、無派遣工事の推進などにより、光アクセスサービスの開通納期短縮に

継続的に取り組みました。また、お客様に安心してご利用いただけるサービスの取り組み

として、ネットセキュリティサービス「フレッツ・ウイルスクリア」や、パソコンやルー

タ、プリンタ等のブロードバンド全般に関するお客様からの幅広いお問い合わせに遠隔で

対応する「リモートサポートサービス」の拡充を図り、平成２２年３月には、「フレッツ・

ウイルスクリア」については１００万契約、「リモートサポートサービス」については１

５０万契約を突破しました。 

②ソリューションビジネスの取り組み 

企業のお客様への最適なサービスのご提供と更なるサービス品質の向上を目的とし、こ

れまで主に大規模事業所向けに個別ソリューションを提供してきました「ビジネスユーザ

事業推進本部」と、中堅・中小事業所向けに汎用パッケージを提供してきました「コンシ

ューマ事業推進本部オフィス営業推進部」を統合し、ビジネスユーザ市場全体に対する事

業責任を担う「ビジネス＆オフィス事業推進本部」を設置しました。 

大規模事業所向けの取り組みとしては、自治体、警察・消防、教育・大学、アグリ、地

銀、医療等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューションを中

心に、ＩＣＴをより活用して、地域のお客様に喜んでいただけるよう、効率的かつ効果的

な営業活動を展開しました。データセンタービジネスについては、従来に比べ安価で、拡

張性・柔軟性に優れた練馬データセンターを新規稼動させるなど、新規需要の開拓に努め

ました。 

また、企業向けＶＰＮサービス「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」については、従来の１０

Ｍ品目、１００Ｍ品目、１Ｇ品目に、１０Ｇ品目を加えるとともに、アクセス回線として

「フレッツ 光ネクスト ビジネスタイプ」にも対応可能となり、「ビジネスイーサ」につ

いては、ご契約回線に故障が発生した場合、お客様にメールにてお知らせする「ビジネス

サービス故障通知」を提供開始するなど、サービスの拡充にも取り組みました。 

更には、デジタル・ディバイドの解消および地域のニーズに合わせたブロードバンドサ

ービス環境の提供に向け、各自治体と連携し、ブロードバンド環境整備に積極的に取り組

みました。 
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中堅・中小事業所向けの取り組みとしては、光ＩＰ電話サービス「ひかり電話オフィス

タイプ」等における新たな通話料定額サービス「グループ通話定額」を提供開始、ソフト

会社様が「フレッツ光」等を介してパッケージソフトをご利用者に配信する「フレッツ・

ソフト配信サービス」および「フレッツ・ソフト配信サービス」「フレッツ・キャスト」

のご契約者向けに、有料情報サービス利用料を課金し、その料金の回収を代行する「フレ

ッツ・まとめて支払い」を提供開始しました。 

③事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、効率的なコールセンタ業務運営として、従来から取り組んで

きました１１６センタの拠点集約が完了し、新たに相互接続業務の拠点集約、１１３セン

タ等故障受付業務の拠点集約などにも取り組みました。 

また、工事会社も含めたＢＰＲ（※15）やシステム改善にも積極的に取り組み、「フレッ

ツ光」受付オーダ処理時間の短縮を実現するなど、一層の経営の効率化による経営基盤の

安定・強化を図り、経営環境の変化に即応した弾力的な事業運営に努めました。 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄

与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにおける

事業運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成１８年６

月制定）を基本に、法令等遵守や低炭素社会に向けた取り組みはもとより、「つなぐ」こ

とを使命に、安心・安全な通信インフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。 

法令等遵守の取り組みとしては、個人情報保護、適正な広告表示、公正競争の確保、労

働者派遣に関する各種法令等遵守に向けた継続した取り組みを行いました。 

また、情報流出や不正アクセスなど、社会的に情報セキュリティに対する関心が高まる

中、お客様情報・他事業者情報をはじめとした各種情報の保護・管理、適正利用や不正ア

クセス対策等の更なる徹底・強化を図るため、平成２２年４月より、「情報セキュリティ

推進部」を新たに設置し、情報セキュリティに関する全社的な方針の策定、制度・規程の

整備、セキュリティ対策の企画・実施、監査・点検等を行うとともに、ＮＴＴ東日本グル

ープにおける情報セキュリティの横断的かつ統一的な取り組みを実施していくこととし

ました。 

低炭素社会に向けた取り組みとしては、お客様への情報通信サービスのご利用による環

境負荷低減のご提案や、省エネ型ネットワーク設備への更改などの取り組みに加え、社員

等の環境意識の醸成に向けて、「ｅｃｏ検定（※16）受験」、「我が家の環境大臣（※17）への

登録」、「地域清掃活動への参画」などを推奨し、職場や家庭、地域社会など、様々な場面
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での環境負荷低減につながる取り組みを推進する「ＮＴＴ東日本グループアクトグリーン

２１」を展開しました。また、「グリーンポテト」（※18）の展開などの屋上緑化、太陽光

発電システム導入、ＬＥＤ（※19）照明導入などの「ＮＴＴ東日本本社ビルのグリーン化」

に取り組み、一方、社用車の低公害車化や、公衆電話ボックス内蛍光灯のＬＥＤ化を推進

しました。 

更には、ダイバーシティ・マネジメント（※20）により多様な人材の活用および多様な働

き方の推進にも取り組み、また、危機管理として、新型インフルエンザ対策の実施や災害

時の通信設備の早期復旧に向け、大規模災害を想定した自衛隊との共同訓練等にも取り組

みました。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動を一層推進するために「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ目

標」を設定するなど、ＣＳＲ経営の強化に努めるとともに、「ＮＴＴ東日本グループＣＳ

Ｒ報告書２００９」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みまし

た。 

⑤営業収益等の状況 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1兆 9,286 億円（前年同期比 1.2％減）、経常利益は

717 億円（前年同期比 9.7％増）、当期純利益は 505 億円（前年同期比 34.8％減）となりま

した。 

※1：Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客の必

要に応じて提供する仕組み。 

※2：従来は手元のコンピュータで管理・利用していたソフトウェアやデータなどを、インターネ

ットなどのネットワークを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方式。 

※3：Consumer Generated Media の略。ブログやＳＮＳをはじめとした、消費者が自ら情報を発信

することで作られるインターネット上のメディア。 

※4：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 

※5：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※6：「フレッツ 光ネクスト」および「Ｂフレッツ」の総称。 

※7：「フレッツ光」提供エリア内固定電話施設数／固定電話施設数 

※8：Customer Relationship Management の略。顧客との関係を緊密にすることによって、販売の

拡大を目指す手法。 

※9：ＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ光」および「フレッツ・テレビ伝送サ

ービス」、株式会社オプティキャストの提供する放送サービス「オプティキャスト施設利用サ

ービス」の契約により、地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ放送（デジタル／アナログ）

等が受信できるようになるサービス。 

※10：集合住宅オーナー様、管理組合様、管理会社様がＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービ

ス「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ」および「フレッツ・テレビ伝送

サービス 建物一括契約プラン」、株式会社オプティキャストの提供する放送サービス「オプ

ティキャスト施設利用サービス」を契約することにより、各入居者様が地上放送（デジタル／

アナログ）とＢＳ放送（デジタル／アナログ）等が受信できるようになるサービス。 

※11：ＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」および「フレッツ・テ

レビ伝送サービス」、株式会社ケーブルテレビ山形の提供する放送サービス「デジタルサービ

スＥＸ」の契約により、地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ放送（デジタル）、ＣＳ放送
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が受信できるようになるサービス。 

※12：ＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」および「フレッツ・テ

レビ伝送サービス」、ニューデジタルケーブル株式会社の提供する放送サービス「ベーシック

コース（「フレッツ光」プラン）」もしくは「ライトコース（「フレッツ光」プラン）」の契約に

より、地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ放送（デジタル／アナログ）等が受信できるよ

うになるサービス。 
※13：大学キャンパス等のコミュニティ施設の利用環境向上と、学生をはじめとした施設利用者

のブロードバンド利用促進を目的とした公衆無線ＬＡＮサービス「フレッツ・スポット」の利

用形態。 

※14：ＮＴＴ東日本収容ビルからマンションの共通部分を経由して、各住戸に直接光ファ

イバーを引き込む「オール光」方式。 

※15： Business Process Reengineering の略。企業活動に関するある目標(売上高、収益率など)

を設定し、それを達成するために業務内容や業務の流れ、組織構造を分析、最適化すること。 

※16：環境社会検定試験。主催「東京商工会議所」。 

※17：主催「環境省」。 

※18：株式会社ＮＴＴファシリティーズの登録商標で、栽培の容易さを活かした、サツマイモ水

気耕栽培による屋上緑化手法。 

※19：Light Emitting Diode の略。電流を流すと発光する半導体素子の一種。 

※20：多様な人材を活かす経営戦略。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５２５，３６３ ５３６，６４４ １１，２８１

　　　　空中線設備 ６，５０７ ６，０６８ △ ４３８

　　　　端末設備 ９０，０４１ ８３，３３７ △ ６，７０３

　　　　市内線路設備 ７７４，１７１ ８０７，６２０ ３３，４４９

　　　　市外線路設備 ５，８６３ ４，７６４ △ １，０９９

　　　　土木設備 ６４５，２７８ ６３６，５８８ △ ８，６８９

　　　　海底線設備 ２，１１７ １，７２２ △ ３９４

　　　　建物 ５１３，７１５ ４８７，８２７ △ ２５，８８７

　　　　構築物 １４，３８５ １４，１１９ △ ２６５

　　　　機械及び装置 ２，８９０ ２，５７９ △ ３１０

　　　　車両及び船舶 １７２ １１８ △ ５３

　　　　工具、器具及び備品 ３９，８１４ ３９，０６８ △ ７４６

　　　　土地 １９５，０４９ ２０１，１６７ ６，１１８

　　　　リース資産 ３，８９４ ４，７８８ ８９３

　　　　建設仮勘定 ２７，２４３ ２９，１５０ １，９０７

　　　　有形固定資産合計 ２，８４６，５０８ ２，８５５，５６７ ９，０５９

　　　無形固定資産 ９９，６２９ １０３，４６１ ３，８３２

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，９４６，１３７ ２，９５９，０２９ １２，８９２

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ７，５８４ ７，５７１ △ １２

　　　　関係会社株式 ４８，４８６ ４８，１９６ △ ２９０

　　　　その他の関係会社投資 ５，５９４ ７，３８４ １，７８９

　　　　出資金 ２ １６６ １６３

　　　　関係会社長期貸付金 ７００ ４００ △ ３００

　　　　長期前払費用 ３，９１０ ３，６０３ △ ３０７

　　　　繰延税金資産 ２０７，３７７ １９３，９１１ △ １３，４６５

　　　　その他の投資及びその他の資産 １１，７４４ １０，４５７ △ １，２８７

　　　　貸倒引当金 △ １，６１９ △ １，４２５ １９４

　　　　投資その他の資産合計 ２８３，７８２ ２７０，２６６ △ １３，５１６

　　固定資産合計 ３，２２９，９２０ ３，２２９，２９５ △ ６２４

　流動資産

　　現金及び預金 １３０，０２３ １３８，１５５ ８，１３２

　　受取手形 ５ ６８ ６３

　　売掛金 ２９６，６２４ ２９３，９９３ △ ２，６３１

　　未収入金 ７，４８９ ７，８５２ ３６３

　　有価証券 － １０ １０

　　貯蔵品 ３７，４１４ ３５，４９６ △ １，９１８

　　前渡金 ２，３６６ ２，３３２ △ ３３

　　前払費用 ７，０８５ ７，２５６ １７１

　　繰延税金資産 ７，３３０ ８，１９８ ８６７

　　その他の流動資産 １４，５６４ ２０，３３１ ５，７６６

　　貸倒引当金 △ ２，３６０ △ ２，７４８ △ ３８７

　　流動資産合計 ５００，５４３ ５１０，９４７ １０，４０４

　資産合計 ３，７３０，４６３ ３，７４０，２４３ ９，７８０

 ２．比較貸借対照表 

（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）
科 目

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６４９，３３８ ７５８，７４３ １０９，４０４

　　リース債務 ３，５４７ ４，５０８ ９６０

　　退職給付引当金 ２８５，４６９ ２８０，６５０ △ ４，８１９

　　未使用テレホンカード引当金 １３，０２８ １５，３９７ ２，３６８

　　その他の固定負債 ８，３６１ ８，４２１ ６０

　　固定負債合計 ９５９，７４５ １，０６７，７２１ １０７，９７５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １０５，８０９ ９０，５９５ △ １５，２１４

　　買掛金 ８２，５０９ ９５，６７０ １３，１６１

　　短期借入金 ６５，０００ － △ ６５，０００

　　リース債務 １，６７６ ３，１６８ １，４９２

　　未払金 ２４２，６２６ ２１８，１５８ △ ２４，４６８

　　未払費用 １８，１１６ １６，９４５ △ １，１７０

　　未払法人税等 ２，２５３ ８，１４３ ５，８９０

　　前受金 ７，１４６ ９，０６８ １，９２１

　　預り金 ７７，８４９ １０５，５５１ ２７，７０２

　　前受収益 ７６８ １４１ △ ６２７

　　その他の流動負債 ７２，８２５ １３，８５１ △ ５８，９７４

　　流動負債合計 ６７６，５８２ ５６１，２９４ △ １１５，２８７

　負債合計 １，６３６，３２７ １，６２９，０１５ △ ７，３１１

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金 ２５９，４５６ ２７６，５０５ １７，０４９

　　　　圧縮積立金 － ５，１５２ ５，１５２

　　　　繰越利益剰余金 ２５９，４５６ ２７１，３５２ １１，８９６

　　　利益剰余金合計 ２５９，４５６ ２７６，５０５ １７，０４９

　　株主資本合計 ２，０９４，１８２ ２，１１１，２３１ １７，０４９

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ ４７ △ ４ ４２

　　評価・換算差額等合計 △ ４７ △ ４ ４２

　純資産合計 ２，０９４，１３５ ２，１１１，２２７ １７，０９２

負債・純資産合計 ３，７３０，４６３ ３，７４０，２４３ ９，７８０

科 目
（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，８２５，７９０ １，７９０，３６９ △ ３５，４２１

　営業費用

　　営業費 ４９３，１９９ ４８２，５６３ △ １０，６３５

　　運用費 １４，４２６ １３，４９２ △ ９３３

　　施設保全費 ４５５，６４７ ４３８，８５５ △ １６，７９１

　　共通費 ９５，８６３ ９４，３９５ △ １，４６７

　　管理費 １１２，５９５ １１６，７３５ ４，１４０

　　試験研究費 ５３，８４９ ５３，１２７ △ ７２１

　　減価償却費 ４１１，９３３ ３９６，１５６ △ １５，７７６

　　固定資産除却費 ３９，６２２ ４２，０９８ ２，４７６

　　通信設備使用料 ３７，５３４ ３６，６９８ △ ８３６

　　租税公課 ７４，５８０ ７２，３７６ △ ２，２０３

　　営業費用合計 １，７８９，２５０ １，７４６，５００ △ ４２，７５０

　電気通信事業営業利益 ３６，５４０ ４３，８６８ ７，３２８

附帯事業営業損益

　営業収益 １２７，２０１ １３８，２８３ １１，０８２

　営業費用 １２７，０４３ １３４，５１８ ７，４７４

　附帯事業営業利益 １５７ ３，７６５ ３，６０８

営業利益 ３６，６９７ ４７，６３４ １０，９３６

営業外収益

　受取利息 ２６ ４２ １５

　有価証券利息 ３ ４ １

　受取配当金 １２，２２９ ３，８１４ △ ８，４１４

　物件貸付料 ５２，７７４ ５４，５１９ １，７４４

　雑収入 ４，２２３ ３，２５３ △ ９７０

　営業外収益合計 ６９，２５７ ６１，６３３ △ ７，６２３

営業外費用

　支払利息 １２，３７５ １１，４５１ △ ９２３

　物件貸付費用 ２３，５８０ ２１，４１７ △ ２，１６３

　雑支出 ４，６１５ ４，６４８ ３２

　営業外費用合計 ４０，５７１ ３７，５１７ △ ３，０５４

経常利益 ６５，３８３ ７１，７５０ ６，３６７

特別利益

　固定資産売却益 ５７，５９５ ９，８２９ △ ４７，７６５

　特別利益合計 ５７，５９５ ９，８２９ △ ４７，７６５

税引前当期純利益 １２２，９７８ ８１，５８０ △ ４１，３９８

法人税、住民税及び事業税 ２７，７０７ １８，４６２ △ ９，２４５

法人税等調整額 １７，７１８ １２，５６８ △ ５，１４９

当期純利益 ７７，５５２ ５０，５４９ △ ２７，００３

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成21年３月31日まで 平成22年３月31日まで
平成20年４月１日から 平成21年４月１日から

第 10 期 第 11 期
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前事業年度  （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 215,403 215,403 2,050,130 520 520 2,050,650

当期変動額           

剰余金の配当     △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益     77,552 77,552 77,552   77,552

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       △ 567 △ 567 △ 567

当期変動額合計 - - - - 44,052 44,052 44,052 △ 567 △ 567 43,484

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 259,456 259,456 2,094,182 △ 47 △ 47 2,094,135

当事業年度  （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 259,456 259,456 2,094,182 △ 47 △ 47 2,094,135

当期変動額           

剰余金の配当     △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益     50,549 50,549 50,549   50,549

圧縮積立金の積立    5,152 △ 5,152     - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       42 42 42

当期変動額合計 - - - 5,152 11,896 17,049 17,049 42 42 17,092

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 5,152 271,352 276,505 2,111,231 △ 4 △ 4 2,111,227

利益剰余金
純資産
合計

評価・換算差額等

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価

差額金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

圧縮積立金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

その他
有価証券
評価

差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

圧縮積立金

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ９１１，２６４ ８１６，１７０ △ ９５，０９４ △ １０．４

（再）基本料 ６１９，８２１ ５６２，９１２ △ ５６，９０８ △ ９．２

（再）通話料 １００，８０１ ８４，１２６ △ １６，６７４ △ １６．５

（再）相互接続通話料 １１８，０７８ １０１，１１５ △ １６，９６２ △ １４．４

　ＩＰ系収入 ５６３，９０８ ６４５，５１０ ８１，６０１ １４．５

　専用収入（ＩＰ系除く） １６９，３９２ １５４，５７４ △ １４，８１８ △ ８．７

　電報収入 ２２，２１６ ２０，６７１ △ １，５４５ △ ７．０

　その他の電気通信事業収入 １５９，００８ １５３，４４２ △ ５，５６５ △ ３．５

電気通信事業営業収益合計 １，８２５，７９０ １，７９０，３６９ △ ３５，４２１ △ １．９

附帯事業営業収益合計 １２７，２０１ １３８，２８３ １１，０８２ ８．７

営業収益合計 １，９５２，９９１ １，９２８，６５３ △ ２４，３３８ △ １．２

 ５．営業実績 

第 10 期

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで 平成22年３月31日まで

科 目

第 11 期
増　減　額

（△）平成21年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １２２，９７８ ８１，５８０ △ ４１，３９８

　減価償却費 ４２５，６３４ ４０９，１０７ △ １６，５２７

　固定資産除却損 ２０，９８９ ２２，８１７ １，８２７

　固定資産売却益 △ ５７，５９５ △ ９，８２９ ４７，７６５

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ３３，４６８ △ ４，８１９ ２８，６４８

　売上債権の増加（△）又は減少額 １１，５３１ ２，２０４ △ ９，３２６

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，９１６ １，９１８ ３，８３４

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ４４，８５５ △ ３，５３６ ４１，３１９

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 １７４ ８０９ ６３４

　その他 １７，９４８ ５０，０４４ ３２，０９６

　小計 ４６１，４２１ ５５０，２９６ ８８，８７４

　利息及び配当金の受取額 １２，２５５ ３，８５６ △ ８，３９８

　利息の支払額 △ １２，５２３ △ １１，４２０ １，１０２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ １５，４０１ △ ２４，９２９ △ ９，５２７

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４４５，７５２ ５１７，８０２ ７２，０５０

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ４７８，３５６ △ ４５１，５３１ ２６，８２４

　固定資産の売却による収入 ７４，７０１ １２，６７４ △ ６２，０２６

　投資有価証券等の取得による支出 △ １１，９５４ △ ２，２１５ ９，７３８

　投資有価証券等の売却による収入 ５２６ ３５３ △ １７２

　その他 １，８１６ ２，０２５ ２０９

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ４１３，２６６ △ ４３８，６９３ △ ２５，４２６

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １５０，０００ ２００，０００ ５０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １６２，４１９ △ １０５，８０９ ５６，６１０

　短期借入による増減（△）額 １１，９９２ △ １２５，０００ △ １３６，９９２

　リース債務の返済による支出 △ ７９０ △ ２，７０６ △ １，９１６

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３４，７１７ △ ６７，０１５ △ ３２，２９８

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ２，２３２ １２，０９３ １４，３２５

現金及び現金同等物の期首残高 １３４，９０３ １３２，６７１ △ ２，２３２

現金及び現金同等物の期末残高 １３２，６７１ １４４，７６４ １２，０９３

平成21年３月31日まで 平成22年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 10 期 第 11 期

６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成20年４月１日から 平成21年４月１日から
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７．役 員 の 異 動 

 

 

代表取締役予定者 

 

（１）代表取締役社長予定者 

 

代表取締役社長     江 部    努 

 

（２）代表取締役副社長予定者 

 

代表取締役副社長    前 田  幸 一 

 

代表取締役副社長    小 園  文 典 

 

 

（注） 役員の異動は、内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、内容

が定まった時点で発表いたします。 

 

以  上 
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